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１．背景及び趣旨 

わが国は、国民皆保険のもと誰しも安心して医療を受けることができる保険制度を実現

し、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してきた。 

しかし、急激な少子高齢化や国民の意識や生活スタイルの変化などにより社会環境が著

しく変化しており、公的医療制度を将来にわたって持続可能なものにするためには、その

構造改革が求められている。 

これらを背景に、平成 20 年 4 月より「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づいて、

医療保険者は、40 歳から 74 歳の被保険者及び被扶養者に対し、糖尿病等の生活習慣病に

関する特定健康診査及びその結果により健康の保持に努める必要がある者に対する特定保

健指導を実施することとされた。 

 第１期計画（平成 20 年度から平成 24 年度）、第２期計画（平成 25 年度から平成 29 年

度）特定健康診査及び特定保健指導の結果を踏まえ、計画の内容の見直しを行い、新たに

平成 30 年度から平成 35 年度を計画期間とした「第３期特定健康診査等実施計画」の目標

を明確にし、取り組むこととする。 

本計画は、「高齢者の医療の確保に関する法律」第 19 条により、第３期６年間の当健康

保険組合の特定健康診査及び特定保健指導の実施方法に関する基本的な事項、並びにその

結果に係る目標に関する基本的事項について定めるものである。 
 

2. 当健康保険組合の現況 

当健康保険組合は、金物の製造・販売等を主たる業とする事業所が加入している健康保

険組合である。 

加入事業所は、中小企業が多く、被保険者 20 人未満の事業所が全体の約６割を占めて

いる。 

また加入事業所の拠点は全国に点在しており、東京近郊に在勤・在住している被保険者

及び被扶養者は約６割、それ以外の在勤・在住者は４割程度である。 

このため地域の差なく公平性を保つ保健事業が求められている。  

概況は、被保険者数 76,046 人（内訳 男性 58,163 人 女性 17,883 人）事業所数

1,368 社（平成 30 年 2 月末）となっている。 

被保険者は男性が全体の約 75％を占めている。 

また、被保険者の約 6 割が 40 歳以上で、被保険者の特定健康診査対象者は毎年約 500

人増加している。 

被保険者及び被扶養者の特定健康診査は、当組合の直営千代田健診センター並びに契約

健康診査機関（健康保険組合連合会・東京都総合組合保健施設振興協会）で受診可能であ

り、保健指導についても同様に実施される。 

平成 28 年度の特定健康診査等については、特定健康診査受診率 72.6％（受診者 44,719

人）、特定保健指導実施率 23.4％（終了者数 2,072 人）であった。 
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【直営千代田健診センター詳細】 

 

「所在地」 

東京都千代田区岩本町 1-11-11 

東京金属事業健保会館内 2・3 階 

 

医療職員の数は、医師・保健師・看護師・管理栄養士・放射線技師・臨床検査技師 

で常勤 13 名 

非常勤 16 名で構成されている 

 

「健診センターの健康診査実施内容」 

健康診査の種類 対象年齢 対象者 

半日人間ドック 35 歳以上 
被保険者とその被扶養者 

任意継続被保険者とその被扶養者  

生活習慣病健診 制限なし 被保険者・任意継続被保険者 

一般健診 39 歳以下被保険者 被保険者・任意継続被保険者 

特定健診 40 歳以上 被扶養者・任意継続被保険者とその被扶養者 
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3. 特定健康診査等の実施状況 

1） 特定健康診査の実施状況  

第 1 期特定健康診査等実施計画に基づき実施した結果、平成 28 年度までの特定健康

診査実績は以下のとおりである。 

 

  
平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

全 体 

対象者

（人） 
６１，０６１ ６１，０９５ ６１，３７６ ６１，５５６ 

実施者

（人） 
４２，０１８ ４２，５８６ ４３，３６８ ４４，７１９ 

受診率

（％） 
６８．８ ６９．７ ７０．７ ７２．６ 

被保険者 

対象者

（人） 
４２，２６９ ４２，５８８ ４３，１０９ ４３，８５０ 

実施者

（人） 
３３，４１０ ３３，９６２ ３４，５６６ ３６，０６８ 

受診率

（％） 
７９．０ ７９．７ ８０．２ ８２．３ 

被扶養者 

対象者

（人） 
１８，７９２ １８，５０７ １８，２６７ １７，７０６ 

実施者 

（人） 
８，６０８ ８，６２４ ８，８０２ ８，６５１ 

受診率

（％） 
４５．８ ４６．６ ４８．２ ４８．９ 

 

第 2 期特定健康診査等実施計画期間における特定健康診査の実施状況については、年々

被保険者・被扶養者ともに受診率は上がっているものの、目標値 85％については達成し

ていない。最終年度の平成 29 年度における実績値を目標に近づけるように取り組んでい

る。 
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2）特定保健指導の実施状況  

  第 1 期特定健康診査等実施計画に基づき実施した結果、平成 28 年度までの特定保健

指導の実績は以下のとおりである。 

 

  平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

全 体 

対象者

（人） 
８，１０６ ８，１５６ ８，２６２ ８，８３６ 

実施者

（人） 
２，１９５ １，９４５ １，５０６ ２，０７２ 

実施率

（％） 
２７．１ ２３．８ １８．２ ２３．4 

動機付 

け支援 

対象者

（人） 
３，０１９ ３，１５１ ３，２６９ ３，４７９ 

実施者

（人） 
１，１６８ １，０３８ ８５９ １，１５０ 

実施率

（％） 
３８．７ ３２．９ ２６．３ ３３．１ 

積極的 

支援 

対象者

（人） 
５，０８７ ５，００５ ４，９９３ ５，３５７ 

実施者

（人） 
１，０２７ ９０７ ６４７ ９２２ 

実施率

（％） 
２０．２ １８．１ １３．０ １７．２ 

 

第 2 期特定健康診査等実施計画期間における特定保健指導の実施状況については、最終

年度の平成 29 年度における目標実施率 30％の達成は厳しい状況にあるが、引き続き目

標達成に向け取り組んでいる。 
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4. 達成しょうとする目標数値 

1）特定健康診査の年度別目標値と人数の推計 

特定健康診査の実施に係る目標 平成 35 年度における特定健康診査の目標実施率を

85.0％とする。この目標を達成するために、平成 30 年度以降の目標実施率を以下のよう

に定める。 

 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

全 

体 

対象者 

（人） 
６２，４０５ ６２，６３０ ６２，８６９ ６３，１２２ ６３，３８７ ６３，６６６ 

実施者 

（人） 
４７，３９３ ４８，６４１ ４９，９１５ ５１，２１５ ５２，５４２ ５４，０９８ 

受診率 

（％） 
７５．9 ７７．7 ７９．４ ８１．１ ８２．９ ８５．0 

被
保
険
者 

対象者 

（人） 
４５，３８７ ４５，９４６ ４６，５１２ ４７，０８５ ４７，６６６ ４８，２５３ 

実施者 

（人） 
３８，４９３ ３９，４９１ ４０，５１５ ４１，５６５ ４２，６４２ ４３，９４８ 

受診率 

（％） 
８４．８ ８６．０ ８７．１ ８８．３ ８９．５ ９１．１ 

被
扶
養
者 

対象者 

（人） 
１７，０１８ １６，６８４ １６，３５７ １６，０３６ １５，７２2 １５，４１３ 

実施者 

（人） 
８，９００ ９，１５０ ９，４００ ９，６５０ ９，９００ １０，１５０ 

受診率 

（％） 
５２．３ ５４．８ ５７．５ ６０．２ ６３．０ ６５．９ 

 

 当健康保険組合の第 3 期計画期間・特定健康診査受診率の目標値については、直近の平

成 28 年度実績値とかい離があるが、引き続き、実施率向上に向けて取組を進めていく必

要があるので、第２期の目標値である 85％以上を維持する。 
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①積算根拠 

①被保険者・対象者の推計  

 平成 25～28 年度の被保険者対象者の年度比率の平均係数 1.012323127
を平成 30 年度以降ごとに乗じた数   

＊被保険者・実施者の推計 

 平成 25～28 年度の被保険者実施者の年度比率の平均係数 1.025919895
を平成 30 年度以降ごとに乗じた数 

＊被扶養者・対象者の推計 

 平成 25～28 年度の被扶養者対象者の年度比率の平均係数 0.980384929
を平成 30 年度以降ごとに乗じた数 

＊被扶養者・実施者の推計 

 受診勧奨による取組みにより毎年 250 人増を見込む 

 

  

②国の示す目標受診率 

保険者種別 期間 目標受診率 

総合型健康保険組合 平成 35 年度まで 85％以上 
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2）特定保健指導の年度別目標値と人数の推計 

平成 30 年度から平成 35 年度における特定保健指導の目標実施率 30.0％とする。この

目標を達成するために、平成 30 年度以降の目標実施率を以下のように定める。 

 

 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 33 年度 平成 34 年度 平成 35 年度 

全体 

対象者 

（人） 
９，１４７ ９，２４２ ９，３３４ ９，４２４ ９，５１０ ９，６２６ 

実施者 

（人） 
２，２２０ ２，３５０ ２，４８０ ２，６１０ ２，７４０ ２，８９０ 

実施率

（％） 
２４．3 ２５．4 ２６．６ ２７．7 ２8．8 ３０．０ 

動機付 

け支援 

対象者 

（人） 
３，６５９ ３，６９７ ３，７３４ ３，７６９ ３，８０４ ３，８５２ 

実施者 

（人） 
１，２４０ １，３２０ １，４００ １，４８０ １，5６０ １，６５０ 

実施率 

（％） 
３3．9 ３５．７ ３７．5 ３9．3 ４1．0 ４２．8 

積極的 

支援 

対象者 

（人） 
５，４８８ ５，５４５ ５，６００ ５，６５４ ５，７０６ ５，７７８ 

実施者 

（人） 
９８０ １，０3０ １，０8０ １，１３０ １，１８０ １，２４０ 

実施率 

（％） 
１７．９ １８．6 １９．3 ２０．0 ２０．7 ２１．5 

 

当健康保険組合の第 3 期計画期間・特定保健指導実施率の目標値については、直近の平

成 28 年度実績とかい離があるが、引き続き、実施率向上に向けて取組を進めていく必要

があるので、第２期の目標値である 30％を維持する。 
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① 積算根拠 

＊全体・対象者の推計 

特定健診全体対象者に該当率 19.3％を乗じた数  

保健指導の実施効果で毎年 0.3％減少 

＊動機付け支援・対象者の推計 

特定保健指導全体対象者に 40％を乗じた数 

＊動機付け支援・実施者の推計 

毎年 8０人の実施者増を見込む 

＊積極的支援・対象者の推計 

特定保健指導全体対象者数に 60％を乗じた数 

＊積極的支援・実施者の推計 

毎年 50 人の実施者増を見込む 

  

② 国の示す目標受診率 

保険者種別 期間 目標実施率 

総合型健康保険組合 平成 35 年度まで 30％ 

 

 

3）特定健康診査等の実施の成果に係る目標 

特定健康診査等の実施の成果に係る目標値は、特定保健指導対象者の減少とし平成 20年

度比（全国目標）で 25％以上減少を目標とする。 

                       国の基準値 25％ 
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５. 特定健康診査等の実施方法 

１）基本的な考え方  

特定健診・保健指導は、内臓脂肪型肥満に着目した健康診査を行い、その結果に基づく

保健指導を行うことにその特色がある。これは、内臓脂肪の蓄積が生活習慣病の発症に大

きく関与していることが明らかとなっていることから、内臓脂肪を蓄積している者に対し

て運動や食事等の生活習慣の改善を促し、内臓脂肪を減少させることにより生活習慣病の

予防を行うことができるというメタボリックシンドロームの考えに基づくものである。 こ

のメタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や体重増加が

様々な疾患の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとって生活

習慣の改善に向けての明確な動機付けができるようになる。 

また、保健指導該当者の日常生活などの特性を重視した保健指導の実施は、加入員の健

康保持・増進や医療費適正化等の観点から、重要な保険者の役割であり、その実施率の向

上も優先的課題である。 

当健康保険組合の特定健診受診者の喫煙率は、男性が 40.3％、女性が 11.8％と全国平

均より高く、動機付け支援対象者が喫煙をしていることで、積極的支援対象になるなど、

大きなリスク要素となっている。 

今後、喫煙対策を実施することなどで喫煙リスク項目が減少していけば、積極的支援該

当者を減少させることにつながり、ひいては保険財源の節減に繋がる。 
 

2）事業主等が行う健康診査と保健指導との関係 

当健康保険組合が行っている健康診査を事業主が労働安全衛生法に基づく定期健康診断

として利用する場合は、「高齢者の医療の確保に関する法律」第２１条第２項により当健康

保険組合はその実施を受託する。 

また、事業主が労働安全衛生法に基づく定期健康診断を実施した場合は、当健康保険組

合は当該健康診査のうち特定健康診査項目分の結果を事業主から受領する。なお、健診費

用は事業主が負担する。 

事業主が独自で健康診断を実施している場合、「高齢者の医療の確保に関する法律」第 27

条第２項により、当健康保険組合はその特定健診結果の提供を事業主に求めることとする。  
 

3） 特定保健指導の基本的考え方 

生活習慣病予備群に対して保健指導を行う第 1 の目的は、生活習慣病に移行させないこ

とである。そのための保健指導では、支援対象者自身が健康診査結果を理解して行動変容

ができるように支援することにある。 

また、その支援期間として生活改善の行動計画を支援対象者が策定し、策定の日から「３

月以上経過した日」を実績評価の時期として支援を実施する。 
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4）実施場所   

特定健康診査は、東京都及び近隣県（千葉県、埼玉県、神奈川県）については、直営千

代田健診センター及び委託健康診査機関で行う。 

地方の在勤・在住者等の特定健康診査については、委託健康診査機関で行う。 

特定保健指導は、東京都および近隣県（千葉県、埼玉県、神奈川県）については、直営

千代田健診センターでの所内指導及び当健康保険組合の保健指導スタッフによる事業所訪

問指導を行う。 

なお、保健指導ができる定員を超えてしまう場合は、委託保健指導機関へ委託して行う。 

また、地方の在勤・在住者の特定保健指導については、委託保健指導機関へ委託して行う。 

 

5）実施項目 

◎基本的な健康診査の項目 

・既往歴の調査（服薬歴及び喫煙習慣等） 

・身体計測 

・腹囲の測定 

・BMI（体重（ｋｇ）÷身 長（ｍ）の 2 乗） 

・血圧測定 

・肝機能検査（GOT、GPT、γ‐GTP） 

・血中脂質検査（中性脂肪、HDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ、LDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ） 

・血糖検査（空腹時血糖又はヘモグロビン A1c） 

・尿検査（糖、蛋白） 

※LDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙは、中性脂肪が 400mg/dl 以上又は食後採血の場合、Non-HDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙの測定でも可とする。 

◎詳細な健康診査の項目 

・貧血検査（ヘマトクリット値、ヘモグロビン値及び赤血球数） 

・腎機能検査 （血清クレアチニン・eGFR） 

・心電図検査 

・眼底検査 

※医師の判断基準により、基本的な健診の項目に追加して個別に実施する項目 

 

6）実施期間   

実施期間は、通年とする。（毎年４月から翌年３月まで） 

 

7）受診方法 

原則、被保険者は、直営千代田健診センター及び委託健康診査機関で、希望する日時 

を予約した上で、特定健康診査又は特定保健指導を受ける。 
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任意継続被保険者及び被扶養者の特定健康診査等対象者には、受診券又は利用券を対象

者に送付する。 

対象者は、受診券又は利用券を特定健康診査機関等に被保険者証とともに提出して、特

定健康診査又は特定保健指導を受ける。  

費用については、従来から実施している婦人生活習慣病健診等の健康診査は、一部負担

金等が必要となり、健康診査実施機関窓口で受診者が負担する。 

ただし、任意継続被保険者・被扶養者にかかる特定健康診査及び特定保健指導の費用は

全額当組合が負担する。 

なお、規定の実施項目以外を受診した場合、その費用は個人負担とする。 

 

8）外部委託の方法 

①特定健康診査 

委託健康診査機関として（一社）東京都総合組合保健施設振興協会等を通じて集合若

しくは個別契約を結び、地域を問わず加入員の受診機会の公平性を保つように措置する。 

②特定保健指導 

地方在勤の被保険者は、直営千代田健診センターでの所内指導及び当健康保険組合の

保健師等による事業所訪問指導が困難であることから、（一社）東京都総合組合保健施設

振興協会等の委託機関が行う。   

 

9）特定保健指導の対象者の重点化 

 特定保健指導では、生活習慣病予備群から生活習慣病に移行しないよう、特定保健指導対

象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善に係る自主的な取組みを継続的に実施で

きるようになることが求められ、また医療保険者は貴重な保険財源を保健指導に支出する

ことから、保健指導の効果が期待できる対象者を優先的に選定することで効率よく特定保

健指導を実施し、特定保健指導の対象者の割合の減少を目指す。  

40 歳代前半の特定保健指導該当者は、健診結果と医療費データの突合せにより、生活習

慣病にかかる服薬の割合が小さいので、この年齢階層を重点にアプローチする。 

 

10）健診データの受領方法等 

 健診のデータは、代行機関等から電子データを随時又は月単位で受領し、当健康保険組合

で保管する。また、特定保健指導についても同様に電子データで受領するものとする。 

なお、保管年数は当健康保険組合が実施した分も含め５年とする。  

 

6. 実績値の管理と月次報告 

  毎月の特定健康診査受診状況及び特定保健指導実施状況については、受診件数などの

管理を行い、前年同月の実績値と対比させるなど、計画の進捗度合いを月次報告する。 
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7. 個人情報の保護  

当健康保険組合は、東京金属事業健康保険組合個人情報保護管理規程を遵守する。当健康

保険組合及び委託先である特定健康診査機関・特定保健指導機関は、業務によって知り得た

情報を外部に漏らしてはならない。 当健康保険組合のデータ管理者は、専務理事とする。 

また、データの利用者は当健康保険組合の健康管理部及び千代田健診センターの職員に限

る。 

特定健康診査機関等へ委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記する

こととする。 

 

8. 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

  本計画の公表・周知は、機関紙やホームページ等に掲載して行う。 

特定健康診査等の案内は、毎年行っている事業所への健診の手引きなどの配付、並びに

被扶養者への特定健康診査の案内送付に行うものとする。 

また、組合員に対する健康診査等制度の重要性の周知について加入事業所に協力を要請

する。 

 

9. 特定健康診査等実施計画の評価及び見直し   

本計画については、毎年健康管理事業推進委員会等において実施結果を報告し、必要に

応じて実施方法、目標設定等の見直しを検討する。 

 また、第 2 期データヘルス計画を平成 32 年度末に事業計画の中間の振り返りを実施す

る兼ね合いで、本計画も同時に見直す。 

 

10. その他 

・当健康保険組合に所属する特定健康診査・特定保健指導に係る業務を行う保健指導スタ

ッフについては、特定健康診査・特定保健指導などに関する研修等に随時参加させる。 

 ・加入事業所と当健康保険組合が、協力して特定保健指導を進めることを目的として、特

定保健指導に関する個人情報（特定保健指導対象者の氏名、特定保健指導支援コース）を

共同利用し、加入員の健康保持・増進に共同して取り組むこととする。 

・円滑な特定保健指導の実施にあたり、訪問指導先の事業所から指導会場として事業所の一

角の提供、 勤務時間中に一時的に離席して指導を受けることを認めてもらうなど、対象者

が受けやすい環境をつくるため、当健康保険組合より必要な協力を事業主に要請する。 

また、実施率を高めるためには、被保険者・被扶養者共に特定健診・特定保健指導に対

する認知度を高め、十分理解した上で積極的に受診・利用するなど協力が得られるよう、

コラボヘルスを推進など、さまざまな情報提供や啓発活動を実施する。   
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◎関係条文 

「高齢者の医療の確保に関する法律」 

 

（特定健康診査等実施計画） 

第十九条 保険者は、特定健康診査等基本指針に即して、六年ごとに、六年を一期として、特定健康診査等の

実施に関する計画（以下「特定健康診査等実施計画」という。）を定めるものとする。 

２ 特定健康診査等実施計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 特定健康診査等の具体的な実施方法に関する事項 

二 特定健康診査等の実施及びその成果に関する具体的な目標 

三 前二号に掲げるもののほか、特定健康診査等の適切かつ有効な実施のために必要な事項 

３ 保険者は、特定健康診査等実施計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、 

これを公表しなければならない。 

 

（他の法令に基づく健康診断との関係） 

第二十一条 保険者は、加入者が、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）その他の法令に基づき行

われる特定健康診査に相当する健康診断を受けた場合又は受けることができる場合は、厚生労働省令で定め

るところにより、前条の特定健康診査の全部又は一部を行ったものとする。 

 

２ 労働安全衛生法第二条第三号に規定する事業者その他の法令に基づき特定健康診査に相当する健康診断を

実施する責務を有する者（以下「事業者等」という。）は、当該健康診断の実施を保険者に対し委託するこ

とができる。この場合において、委託をしようとする事業者等は、その健康診断の実施に必要な費用を保険

者に支払わなければならない。 

 

（特定健康診査等に関する記録の提供） 

第二十七条 保険者は、加入者の資格を取得した者があるときは、当該加入者が加入していた他の保険者に対

し、当該他の保険者が保存している当該加入者に係る特定健康診査又は特定保健指導に関する記録の写しを

提供するよう求めることができる。 

２ 保険者は、加入者を使用している事業者等又は使用していた事業者等に対し、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、労働安全衛生法その他の法令に基づき当該事業者等が保存している当該加入者に係る健康診断に

関する記録の写しを提供するよう求めることができる。 

３ 前二項の規定により、特定健康診査若しくは特定保健指導に関する記録又は健康診断に関する記録の写し

の提供を求められた他の保険者又は事業者等は、厚生労働省令で定めるところにより、当該記録の写しを提

供しなければならない。 

 


